
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 
いすみ市商工会（法人番号 ９０４０００５０１６６５７） 
いすみ市（地方公共団体コード １２２３８６） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目  標 

経営発達支援事業の目標 
① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

  ② 地域資源を活用した新たな需要開拓・販路開拓 

 ③ 創業支援と事業承継支援による小規模事業者数減少抑止 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 
３ 地域の経済動向調査に関すること 

国のビッグデータ（ＲＥＳＡＳ）を活用して地域経済の現状や人の動き等を

調査するとともに、地域における小規模事業者の実態を明らかにするため、地

域内の小規模事業者を対象に決算書データの分析を実施する。 
４ 需要動向調査に関すること 

各種イベントを活用して商品改良等に向けてのマーケティング調査を実施

するとともに、各種統計データ等を活用して売れ筋情報等の調査を実施する。 
５ 経営状況の分析に関すること 

経営問診票（千葉県独自の経営分析システム）等を活用して経営分析を実施

する。 
６ 事業計画策定支援に関すること 
  ＤＸ推進セミナー、業計画策定個別相談会、創業セミナー及び事業継続セミ

ナー等を活用して事業計画策定支援を実施する。 
７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

巡回訪問により定期的・計画的なフォローアップを実施するとともに、専門

家による高度で専門的なフォローアップを実施する。 
８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

ＳＮＳ活用個別相談会の開催、ネットショップ開設（ＢｔｏＣ）及びプレス

リリース発信支援（ＢｔｏＢ）等によって販路開拓支援を実施する。 

連 絡 先 

いすみ市商工会 
 〒２９８－０００４  千葉県いすみ市大原７４００番地８ 
 ℡ ０４７０－６２－１１９１   ＦＡＸ ０４７０－６３－９８１８ 

 Ｅ－ｍａｉｌ：info@isuminavi.jp 
いすみ市役所  水産商工観光課 
〒２９８－０００４  千葉県いすみ市大原７４００番地１ 

℡ ０４７０－６２－１１１９  ＦＡＸ ０４７０－６３－１２５２ 

 Ｅ－ｍａｉｌ： suisan@city.isumi.lg.jp 
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（別表１） 
 経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

 
１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

  ①現状 

   ア 立地 

当市は千葉県の南東部に位置している。面積は１５７．５０㎢を有し、ほぼ４５km

圏に千葉市、７５km 圏内に首都圏の主要都市があ

り、当市の東側は太平洋に面し、北部は長生郡一宮

町、睦沢町に、西部は大多喜町に、南部は勝浦市、

御宿町に接している。 

内陸部では温暖な気候と肥沃な耕地に恵まれ四 

季折々の農作物が豊かに実る田園風景が広がって

おり、近海では親潮と黒潮が交わる全国有数の漁

場がひろがっている。また、当市の中央を流れる千

葉県一の流域面積を誇る夷隅川は、良質な米づく

りに最適な肥沃な土壌を運び、里山と里海を結ん

でいる。 

 

イ 人口の推移 

     当市の人口は、平成１７年３月には４２,３０５人であったが、令和３年３月には３

６,９５５人となり、１２％以上人口が減少している。 

     また、令和３年３月現在の当市の生産年齢人口は１８,３５２人であり、人口の４９.

７％を占めているが、全国の割合（５９.２％）と比較すると１０％程度低くなってい

る。さらに、令和３年３月現在の６５歳以上の高齢者人口は１５,３２３人で高齢化率

は４１.５％となっており、全国の割合（２８.９％）より１２％以上高くなっており、

高齢化が進行している。 

 

（出典：国勢調査・千葉県・いすみ市） 
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ウ 交通 

市内を千葉市中央区から館山市に至 

る国道１２８号線とＪＲ外房線が市内を

縦断しており、ＪＲ大原駅から県都千葉

市のＪＲ千葉駅までは７５分（普通電車

利用）で結ばれ、ＪＲ東京駅までは８０

分（特急電車利用）で結ばれている。 

また、羽田空港までは東京湾アクアラ 

インを利用して約８０分（自動車利用）

で結ばれ、成田空港までは有料道路を利

用して約９０分（自動車利用）で結ばれ

ている。 

 

 

   エ 特産品 

     イセエビやサザエ、マダコ、アワビなどの海産物とその水産加工品が特産品であり、

特にイセエビは全国有数の漁獲高を誇っており、いすみ市沖の器械根で獲れるイセエ

ビは「伊勢海美」として商標登録されている。いすみ市沖で獲れるマダコは、イセエビ

を餌に育っていると言われており、伝統的なタコつぼ漁によって 1 匹ずつ捕獲される

ため、傷がつかずにいきの良いタコが水揚げさ

れている。また、市内で作られている「いすみ

米」は、皇室献上米にも選ばれたこともあり、

有名デパートでも取り扱われるなど、「千葉の三

大銘柄」に数えられている。 

 

 

   オ 商工業者数及び小規模事業者数の推移 

全ての業種において商工業者数及び小規模事業者数ともに減少傾向にあり平成２４

年と平成２８年を比較した減少率は、「建設業」と「製造業」の減少率が１０％を超え

ており、「卸売業、小売業」、「サービス業」の減少率は１０％以下ではあるものの５％

を超えている。 

また、商工業者の業種構成は「サービス業（４９.０％）」、「卸売業、小売業（２８.

２％）」、「建設業（１３.８％）」及び「製造業（８.９％）」の順となっており、小規模

事業者の業種構成は「建設業（９９．５％）」、「製造業（８８.５％）」、「サービス業（７

２.１％）」及び「卸売業、小売業（６４.４％）の順となっている。 
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（出典：経

済センサ

ス） ※

（ ）は小規模事業者 

 

   カ 業種別の景況感 

     定期的に行っている景況調査と、経営指導員の巡回訪問等での聞き取りによる業種

別の景況感は下表のとおりである。 

建設業 

 新築住宅やリフォーム工事の需要は低く、回復の兆しが

見えない。その上、大手ハウスメーカーとの競合が激しく

なっていて、建築業の業績は低迷している。土木業も公共

工事が減少しており業績不振の事業所が多く、全体的に景

況感は悪い。 

製造業 

 食品製造業は堅調である。しかし市内に多い金属加工業

は、仕事の海外への流出に歯止めがかからない状況にある。

さらに発注元である大手メーカーの業績不振もあり、小規

模工場は、受注が大幅に減少しており景況感は悪い。 

卸売業、小売業 

 市内や近隣市の大型店への消費流出による、売上不振か

ら抜け出せない小規模店が多い。商店街は営業している店

より、店舗を取り壊して建て直した住宅か、放置された空

き店舗が多く、全体的に景況感は悪い。 

サービス業 

 介護事業は堅調である。しかし、海へのレジャー需要の

減少により、宿泊業など観光関連の業績が不振である。ま

た、市内や近隣市への消費流出により、飲食業や生活関連

サービス業の業績も悪いなど、景況感の悪い業種が多い。 

 

 

キ 消費者購買動向と商圏 

業種 平成２８年 平成２６年 平成２４年 減少率 

建設業 
２１７ 

（２１６） 

２２３ 

（２２０） 

２５７ 

（２５３） 

１５．６％ 

（１４．

６％） 

製造業 
１４０ 

（１２４） 

１５７ 

（１３８） 

１６１ 

（１３８） 

１３．０％ 

（１０．

１％） 

卸売業、小売

業 

４４２ 

（２８５） 

４６４ 

（３０１） 

４７０ 

（３００） 

５．９％ 

（５．０％） 

サービス業 
７６９ 

（５５５） 

８１６ 

（５８９） 

８２２ 

（５８５） 

６．４％ 

（５．１％） 

合計 

１，５６８ 

（１，１８

０） 

１，６６０ 

（１，２４

８） 

１，７１０ 

（１，２７

６） 

８．３％ 

（７．５％） 
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     市内にはＪＲ外房線といすみ鉄道の各駅を中心とした４か所の商店街があるが、国

道１２８号線沿いに次々と広い駐車場を持つ大型店が進出しており、最寄品や買回品

を大型店で購入する消費者が増えている。その影響で商店街の利用者は減少している。 

また、千葉県消費者購買動向調査によると、当市は茂原商圏の第１次商圏と千葉商

圏の第３次商圏に属している。当市から茂原商圏への消費流出は３５.６％となってお

り、千葉商圏への消費流出は８％となっている。両商圏へは合計で４３.６％もの消費

が流出している。なお、最近では市原市内の大規模ショッピングセンターへ買い物に

行く消費者も多くなっている。 
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（出典：千葉県消費者購買動向調査） 

 

 

 

 

 

ク いすみ市第２次総合計画 

     本市では、まちづくりと市民生活の向上を目的に、２０１８年度（平成３０年度）か

いすみ市 店舗以外

茂原市 千葉市 市原市

39.6% 9.6% 3.8% 19.5% 14.1%
茂原市 千葉市 市原市

35.0% 11.0% 7.6% 24.6% 9.1%
茂原市 千葉市 市原市

43.3% 9.3% 6.0% 21.0% 9.0%
茂原市 大多喜町 千葉市

24.9% 4.1% 2.2% 61.8% 1.3%
茂原市 千葉市 市原市

28.3% 20.0% 8.6% 20.3% 10.5%
茂原市 千葉市 市原市

62.30% 8.20% 2.50% 10.40% 12.30%
茂原市 一宮町 千葉市

12.7% 3.5% 1.0% 71.7% 9.9%
茂原市 千葉市 大多喜町

24.0% 1.6% 0.9% 64.0% 9.5%
茂原市 千葉市 勝浦市

21.8% 2.2% 0.6% 68.0% 6.2%
茂原市 千葉市 船橋市

51.1% 5.1% 3.2% 22.5% 10.8%
茂原市 勝浦市 大多喜町

8.5% 1.8% 1.2% 85.7% 1.2%
茂原市 大多喜町 7市町村

11.9% 0.9% 0.3% 84.5% 0.6%
茂原市 睦沢町 大多喜町

5.9% 2.8% 1.5% 87.0% 0.3%
茂原市 睦沢町 一宮町

7.6% 1.9% 1.3% 85.8% 0.3%
茂原市 千葉市 市原市

22.4% 14.8% 3.5% 36.0% 17.4%
茂原市 千葉市 一宮町

55.8% 2.8% 1.0% 36.0% 2.3%
千葉市 市原市 東京都

41.2% 31.6% 7.3% 2.0% 5.3%
その他市町村 東京都 その他の県

33.9% 17.7% 16.6% 2.8% 7.1%
千葉市 東京都 茂原市

30.6% 8.5% 7.8% 3.4% 40.8%
茂原市 勝浦市 大多喜町

13.1% 2.8% 2.5% 70.1% 2.2%
茂原市 千葉市 市原市

24.1% 8.5% 3.5% 44.7% 8.4%

文
化
品

靴・かばん
時計・眼鏡

レジャー・健康器具
スポーツ用品
ＤＩＹ用品
園芸用品

いすみ市の公立中学校に通う中学生の子供を持つ世帯の商品の買物（利用）場所

グループ 品目
買物（利用）場所

市外上位

書籍・ＣＤ・ＤＶＤ

耐
久
品

電化製品

家具・寝具類
インテリア類

最
寄
品

日
用
品

クスリ・化粧品

日用品雑貨・文具

食
料
品

生鮮食料品

買
回
品

衣
料
品

紳士服

婦人服

子供・ベビー服

実用衣料
（シャツ・下着・靴下等）

高級品
（貴金属・宝飾品含む）

理美容サービス

全品目

(出典：千葉県 平成30年度消費者購買動向調査報告書）

その他の食料品

-

贈

答

品
贈答品

飲
食

飲食（外食）

レ
ジ
ャ
ー

趣味
（映画・コンサート・美術館等）

行楽
（遊園地・テーマパーク等）

そ
の
他



6 

 

ら２０２７年度（令和９年度）までの１０年間を計画期間とする「いすみ市第２次総

合計画」を２０１８年３月に策定している。本計画は、前期と後期に分けられており、

前期を２０１８年度（平成３０年度）から２０２２年度（令和４年度）までとし、後期

を２０２３ 年度（令和５年度）から２０２７年度（令和９年度）までとしている。 

経済・産業・雇用の分野では「地域経済の好循環と地域所得の向上」を施策の基本方

針として掲げ、商工業振興（商工業の魅力化と商店街の活性化、商工業者の支援対策）

における主な施策の方針は次のとおりである。 

 

    施策の方針 

   ・いすみの食材を活用した食事メニューの開発 

   ・地元産品の販売力向上など農業・水産業等との連携強化による商業の更なる魅力化、

商店街の活性化 

   ・経営基盤強化に向けた支援 

   ・中小企業資金融資のための利子補給金の交付 

   ・雇用の創出を図るための立地奨励金や雇用促進奨励金の交付 

   ・マイナンバーカードを活用した地域経済応援ポイントの導入等による地域での消費拡

大の促進 

   ・空き店舗を活用した創業トライアルの実施 

   ・いすみ市商工会との連携による港の朝市への出店の促進 

   ・創業セミナーの実施 

   ・クラウドファンディングの手法を用いた資金調達等の支援 

 

  ② 課題 

   ア 建設業 

     資材等の高騰や大手ハウスメーカーとの競合等に影響されない経営体質への転換に

向けて仕入方法等の見直しを含めたコスト削減等によって経営体質を強化し、経営力

の向上を図ることが課題となっている。 

     また、当市は移住者が増加傾向にあり建設需要の増加が見込まれることから、同業

他社とのネットワークを活かした新たな需要の開拓や大手ハウスメーカーでは提案で

きにくい施工（提案力の強化）も課題となっている。さらには、後継者育成による事業

承継などへの取り組みも課題となっている。 

 

イ 製造業 

    資金や人材といった点で大きな制約がある経営資源の効率的な活用や各種施策を活

用した先端設備の導入等による生産性の向上による競争力の強化が大きな課題となっ

ている。また、長年培った技術を活用した商品開発による新たな需要の開拓に向けて

の取り組みも課題となっている。さらには、後継者育成による円滑な事業承継や若年

層の人材確保による次世代への技術の継承なども課題となっている。 

 

   ウ 卸・小売業 

     自店の「強み」・「弱み」や「地域の実情」等を踏まえて大型店等では応えきれていな

いニッチな消費者ニーズ（需要動向）を捉え、価格・販売競争に巻き込まれない商品・
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サービスの提供による差別化が課題となっている。また、ホームページやＳＮＳ等に

よる情報発信によってこれまでの限定的な商圏を越えての新たな需要の開拓や後継者

育成による事業承継も課題となっている。 

  エ サービス業 

     当地域の特産である豊富な海産物や農産物などの地域資源を活用したメニューの開

発や新たなサービスの提供による他店との差別化、ＳＮＳ等を活用した情報発信によ

る新たな需要の開拓などが課題となっている。さらには、後継者育成による事業承継

も課題となっている。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

① １０年程度の期間を見据えて 

当市の２０３０年の総人口は、３２,５００人を下回ることが予想されており、これに

伴い当地域のマーケットは縮小すると予想されている。 

また、消費者ニーズの多様化や地域外への消費の流出、さらには事業主の高齢化に伴

う事業承継問題や新型コロナウイルス感染症による新しい生活様式への対応など、小規

模事業者を取り巻く経営環境は厳しい状況となっている。 

これらの厳しい状況への的確な対応を図るため、当地域における小規模事業者の今後

１０年程度の期間を見据えた振興の方向性は次のとおりとする。 

 

（ア）小規模事業者自身がマーケットや競合他社の分析等を行うとともに、強みや弱み等

を把握してビジョンを明確にし、地域全体の実情も踏まえたビジネスプラン等に基づ

く経営を促進することによって経営力を向上させ、小規模事業者の振興を図る。 

 

（イ）地域資源を活用した商品開発やＩＴの活用・情報発信等への取り組みを通じて新た

な需要や販路を開拓し、これらを通じて小規模事業者の振興を図る。 

 

（ウ）小規模事業者は地域経済や地域社会の活力の源泉となっている。創業・第二創業に

よる新たなビジネス創出や親族・第三者への事業承継に向けての支援を通じて小規模

事業者数の減少を抑止し、地域経済や地域社会の活力を維持することによって小規模

事業者の振興を図る。 

 
  ② いすみ市第２次総合計画との連動性・整合性 

いすみ市第２次総合計画では、「地域経済の好循環と地域所得の向上」を施策の基本方

針として掲げ、この方針のもと 商工業振興に向けて「いすみの食材を活用した食事メ

ニューの開発」、「経営基盤強化に向けた支援」、「いすみ市商工会との連携による港の朝

市への出店の促進」及び「創業セミナーの実施」等の施策に取り組んでいる。 

商工会としても小規模事業者の今後１０年程度の期間を見据えた長期的な振興のあり

方（前記（２）の①）において「経営力向上」、「地域資源を活用した商品開発」及び「創

業・第二創業による新たなビジネス創出」等を掲げており、いすみ市第２次総合計画と

の連動性・整合性は図られている。 
 

③ 商工会としての役割 
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当商工会では、金融、税務及び記帳等を中心とした基礎的な支援事業である経営改善

普及事業を行ってきた。 

しかしながら、小規模事業者の今後１０年程度の期間を見据えた長期的な振興のあり

方（前記（２）の①）で示した「経営力の向上」や「新たな需要や販路の開拓」等を具現

化し、いすみ市第２次総合計画との連動性・整合性（前記（２）の②）を図るには、市場

調査、経営分析、事業計画策定及び販路開拓支援等の経営発達支援事業への取り組みが

必要となっている。特に、小規模事業者に対する事業計画策定支援は重要な事業であり、

コンサルティング機能を発揮しての伴走型支援が必要となっている。 
また、地域で唯一の総合経済団体としていすみ市と連携し、いすみ市が掲げている「第

２次総合計画」の実現に寄与するとともに、国・県・市等の各種支援施策を活用して地域

経済の活性化への取り組みも必要となっている。 
 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

上記（１）及び（２）を踏まえ、小規模事業者に対する伴走型支援によって経営基盤強化

による経営力の向上や地域資源等を活用した新商品開発による販路開拓支援などに取り組

み、これらを通じて地域の活力の源泉であり担い手でもある小規模事業者の持続的発展と

地域経済の活性化を図るため、以下の①から③の目標を掲げ、経営発達支援事業を実施す

る。 
 

  ① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

  ② 地域資源を活用した新たな需要開拓・販路開拓 

  ③ 創業支援と事業承継支援による小規模事業者数減少抑止 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

  ① 事業計画策定支援による小規模事業者の経営力向上 

    需要動向調査や経営分析等に取り組み、これらによって得られた情報（業界動

向、市場規模、消費者ニーズ及び強み・弱み等）を活用して小規模事業者のビジ

ョンや事業計画の策定を経営指導員が伴走型によって支援する。 

    また、事業計画策定後は、経営指導員が定期的に巡回訪問して計画修正等の支

援を行うとともに、経営指導員では対応が困難な専門的で高度な経営課題や事業

計画の変更等が生じた場合には、その解決に向けて専門家によるフォローアップ

を行い、これらの支援を通じて小規模事業者の経営力向上を図る。 
 

  ② 地域資源を活用した新たな需要開拓・販路開拓 

    地域資源を活用した商品開発等に取り組む小規模事業者を対象に、マーケット

インに基づく各種イベント会場でのアンケートや統計データを用いた需要動向調

査の分析結果を活用して売れる商品づくりを支援する。 
これら地域資源を活用した商品の販路開拓にあたっては、ＳＮＳを活用しての

情報発信やプレスリリース等の広報手法の教授、ネットショップの開設・運営支

援を通じて、ＤＸに向けた取り組みを推進し、新たな需要の開拓を図り、個社の

売上増加につなげていく。 
 

  ③ 創業支援と事業承継支援による小規模事業者数減少抑止 

    当市での創業希望者を対象に、創業塾の開催や個別相談を通じてビジネスプラ

ンや創業資金計画の策定を支援する。また、千葉県事業引継ぎ支援センター等の

関係支援機関と連携し、事業承継セミナーの開催や個別相談を通じて小規模事業

者の円滑な事業承継を支援するなど、これらの取り組みによって地区内小規模事

業者数の減少を抑止する。 
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Ⅰ 経営発達支援事業の内容 

 

３ 地域の経済動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 

    全国商工会連合会が行う「小規模企業景気動向調査」を実施しているだけであ

り、分析も公表もしていない。 

   [課題] 

    経営発達支援事業（経営分析や事業計画策定等の支援）の実施に活用できるよ

うな調査と専門的な・分析が課題となっている。 

 

（２）目標 

 
公表 
方法 

現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①地域の経済動向 

分析の公表回数 

ＨＰ 
掲載他 

― 1 回 １回 １回 １回 １回 

②決算書データ分

析の公表回数 

ＨＰ 
掲載他 

― １回 １回 １回 １回 １回 

 

（３）事業内容 

  ① 国が提供するビッグデータの活用 

当地域において真に稼げる産業や事業者に対し、限られたマンパワーや政策資

源を集中投資し、効率的な経済活性化を目指すため、経営指導員 等 が「ＲＥＳ

ＡＳ」（ 地域経済分析システム ）を活用した地域の経済動向分析を行い、年１回

公表する。 

【分析手法】・「地域経済循環マップ・生産分析」 →何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・ From to 分析」→人の動き等を分析 

⇒上記の分析を総合的に分析し、事業計画策定支援等に反映する。 

 

② 事業者の決算書データの分析 

事業者が作成した決算書データを、個社を特定しない方法で業種別に統計処理

し、いすみ市の事業者の身近でリアルな経済動向を表すデータとして分析を行う。

データの収集と分析にあたっては、あらかじめ書面で同意を得られた事業所に対

してのみ行い、データの利用には細心の注意を払う。 

【調査対象】１００事業者 

【統計処理項目】「売上高」 

過去の推移と比較し地域経済の規模を表す。 

        「売上総利益」「営業利益」 
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過去の推移と比較し利益動向を表す。 

「付加価値」 

過去の推移と比較し地域内での付加価値の動向を表す。 

【調査手法】経営指導員等が、事業所よりデータを収集する 

【分析手法】経営指導員等が外部専門家と連携し分析を行う 

 

（４）成果の活用 

① 情報収集・調査、分析した結果はホームページや商工会報に掲載するなどして、

広く管内事業者等に周知する。 

② 事業計画策定等の伴走型支援や経営指導員等による巡回・窓口相談指導の参考

資料として活用する。 

 

 

 

４ 需要動向調査に関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 

   小規模事業者持続化補助金等の補助金や各種計画認定申請で事業計画策定を支援

する際に、インターネットの情報サイト等を活用して地域内外の需要動向調査を行

っているのみであり、不十分なものとなっている。 

   [課題] 

   新商品の開発や販路開拓・拡大に取組んでいる小規模事業者への市場動向や消費

動向等を踏まえたマーケットインに基づく情報提供が課題となっている。 
 

（２）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①新商品開発 

調査対象事業者数 
1社 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 

②統計データ活用 

需要動向調査対象 

事業者数 

―  ２４社 ２４社 ２４社 ２４社 ２４社 

 

（３）事業内容 

  ① 各種イベントを活用したアンケートの実施 

    特産品を活用した新商品を開発するため、市内２事業所を毎年度選定し、農畜

産物や水産物を活用した新たな加工食品を開発する。具体的には、「港の朝市」や

「産業祭」等において、試食及び来場者アンケートを実施し、調査結果を分析し

た上で当該２事業所にフィードバックすることで、新商品開発に資する。また、
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当該調査の分析結果を事業計画に反映する。 

   【サンプル数】来場者５０人（１事業者あたり） 

   【調査手段・手法】イベントの来場者に、開発中の加工食品を会場で試食しても

らい、アンケート票へ記入してもらう。 

   【分析手段・手法】調査結果は、専門家に意見を聴きつつ、経営指導員等が分析

を行う。 

   【調査項目】①味、②硬さ、③見た目、④大きさ、⑤価格、⑥パッケージ等 

   【調査・分析結果の活用】分析結果は、経営指導員等が当該事業所に直接説明す

る形でフィードバックし、更なる改良等を行う。 

 

② 統計データ活用による需要動向調査 

    需要動向についてより詳細な情報を把握するため、各種データ等を活用して売

れ筋情報等の調査・分析を実施する。 

   【調査対象事業者】新商品の開発等に取り組む小規模事業者や、事業計画の策定

等に取り組む小規模事業者 

【調査項目及び調査方法】 

 小規模事業者が必要とする情報を提供し、その結果の活用を図るため、調査項

目等は事業者ごとに選定して調査を実施する。 
調査項目 調査方法 

売れ筋情報（商品情報） 日経テレコンのＰＯＳデータを活用 

消費動向、市場規模 家計調査年報を活用 

業界動向、競合状況等 業種別審査事典を活用 

業種・業界動向 日刊紙や業界誌等を活用 

商圏 商業統計調査を活用 

年齢別人口、世帯数 統計資料を活用 

その他の需要動向等 インターネット情報サイト等 

   【分析方法】経営指導員が、調査方法から収集した情報を分析、必要に応じて中

小企業診断士等の専門家の助言を得る。 

【活用方法】経営力向上計画や小規模事業者持続化補助金等を活用するなどして

事業計画の策定に取り組む小規模事業者へ情報提供し、新商品の開

発や新たなサービスの提供等に取り組む小規模事業者への伴走型支

援に活用する。 

 

 

 

５ 経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 
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   千葉県商工会連合会が導入した千葉県商工会独自の経営分析ツールである経営問

診票を活用してＳＷＯＴ分析等による経営分析に取り組み、小規模事業者の経営資

源等の実態を明確にして経営課題や経営目標等を導き出し、令和２年度は２１事業

者の経営分析を行った。 

   [課題] 

   経営問診票による経営分析は定性的なＳＷＯＴ分析が中心となってしまう傾向に

あり、定量的な財務分析からの視点がやや不足になってしまうことから、数値に基

づく経営を推進するために財務分析にも積極的に取り組むことが必要となってい

る。 

 

（２）目標 

内  容 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

経営分析事業者数 ２４件 ４０件 ４０件 ４０件 ４０件 ４０社 

 
（３）事業内容 

① 経営分析を行う事業者の発掘 
    経営指導員による巡回・窓口相談や確定申告時期に開催する決算指導会などの

機会を捉えて「経営分析」の重要性を説明し、対象事業者を掘り起こして経営指

導員が経営分析を実施する。 
 
  ② 経営分析の内容 
    【対象者】 

巡回・窓口指導によって掘り起こした意欲的な小規模事業者、金融斡旋の利

用を検討している小規模事業者、事業計画の策定が必要な各種補助金等の申

請に取り組む小規模事業者及び記帳システム利用者等とする。 
【分析項目】 
定量分析たる「財務分析」と、定性分析たる「非財務分析」の双方を行う  
≪財務分析≫収益性、生産性、安全性および成長性の分析  
≪非財務分析≫事業者の内部環境における強み、弱み、事業者を取り巻く外

部環境の脅威、機会を整理する。 
    【分析手法】 
     経営指導員が千葉県内商工会の独自の経営分析ツールである経営問診票等を

活用して経営分析を実施する。 
 
（４）活用方法 

① 当該小規模事業者へフィードバックし、事業計画策定や小規模事業者持続化補

助金申請等に活用する。 
  ② データベース化し内部共有することで、経営指導員等のスキルアップに活用す

る。 
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６ 事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 

補助金の申請や金融斡旋利用者への支援が中心で、販路開拓や資金繰りに関する

事業計画の策定を支援してきた。 

 

   [課題] 

   事業計画策定支援の内容が補助金申請等で決められている限定的な事業計画策定

支援から経営基盤の強化や経営力が向上するような事業計画策定支援が課題となっ

ている。 

 

（２）支援に対する考え方 

   経営分析を行った小規模事業者や経営力向上等に取り組む小規模事業者に対し、

需要動向調査や経営分析等を踏まえて事業計画の策定を支援する。 

また、小規模事業者持続化補助金等の申請や事業承継支援制度等を活用する小規

模事業者で事業計画の策定に前向きな者を選定し、事業計画の策定を支援するとと

もに、事業計画の内容が専門的で高度な場合には、関係支援機関の専門家派遣制度

を活用して支援する。 

なお、事業計画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、小規模事業

者の競争力の維持・強化を図るものとする。 
 

（３）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①ＤＸ推進セミナー 
開催回数 

― １回 １回 １回 １回 １回 

 ＤＸ推進セミナー 

 参加事業者数 
― １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

②事業計画策定 

個別相談会開催回数 
 ― ５回 ５回 ５回 ５回 ５回 

 事業計画策定 

 個別相談会 

 合計参加事業者数 

― １５者 １５者 １５者 １５者 １５者 

③創業セミナー 

開催回数 
1回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

④事業承継セミナー 

開催回数 
― 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

事業計画策定事業者数 １２件 ２４件 ２４件 ２４件 ２４件 ２４件 

   ※事業計画策定数の目標数根拠 

    経営分析を実施した事業者数の６割程度を目標とする。 
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（４）事業内容 

  ① ＤＸ推進セミナーの開催 
    ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また実際にＤＸに向けた

ＩＴツール の導入やＷｅｂサイト構築等の取組を推進していくために、セミナー

を開催する。 
    また、ＤＸセミナーを受講した小規模事業者の中から取り組み意欲の高い小規

模事業者を発掘して事業計画策定につなげる。 
   【対 象 者】 経営分析を行った小規模事業者、経営力向上等に取り組む小規模

事業者、各種補助金等の申請に取り組む小規模事業者及び事業承

継に取り組む小規模事業者 
   【募集方法】 事業者へ文書で通知 
   【内  容】 ＤＸ総論、ＤＸ関連技術（クラウドサービス、ＡＩ等）や具体的

な活用事例 
クラウド型顧客管理ツールの紹介、ＳＮＳを活用した情報発信方  

法、ＥＣサイトの利用方法等 
   【手段・手法】ＩＴ専門家を招聘して開催する。 
 

  ② 事業計画策定個別相談会の開催 

   【対象者】 経営分析を行った事業者で、事業計画策定に意欲的な事業者 

事業計画の策定が必要な補助金申請事業者 

          創業セミナー、事業承継セミナー受講者 

   【募集方法】事業者へ文書で通知 

   【開催回数】随時（予約制） 

   【内  容】地域の経済動向、経営上の分析及び需要動向調査の結果を踏まえて

需要を見据えた事業計画の策定を支援する。 

【手段・手法】個別相談会参加者に対し、経営指導員等が担当制で張り付き、必

要に応じて外部専門家も交えて確実に事業計画の策定と、目的を

達成できるようにする。 

 

③ 創業セミナーの開催 

   【対象者】創業希望者、事業を譲り受けたい者 

   【募集方法】事業者へ文書で通知、公共機関や金融機関へチラシ配布 

   【開催回数】１回 

   【参加者数】１５名程度 

   【カリキュラム】経営、財務、販路開拓、人材育成に区分し、創業に必要な知識を

学習する。また、事業計画を策定し、創業を実行できるよう実践

的な内容とする。 

【手段・手法】セミナーの受講者に対し、経営指導員等が担当制で張り付き、必

要に応じて外部専門家も交えて確実に事業計画の策定と、目的を

達成できるようにする。 
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④ 事業承継セミナーの開催 

   【対象者】事業を譲りたい者、または廃業を検討している者 

   【募集方法】事業者へ文書で通知 

   【開催回数】１回 

   【参加者数】各１５名程度 

   【カリキュラム】事業再生が困難で今後の事業展開が見通しにくい経営者に対して 

事業継承もしくは廃業の判断が出来るように支援する。廃業する 

前に検討すべきことが明確になり事業承継・小型Ｍ＆Ａ・営業譲

渡など事業を継続する可能性を探ることができる。 

【手段・手法】セミナーの受講者に対し、経営指導員等が担当制で張り付き、必 

要に応じて外部専門家も交えて確実に事業計画の策定と、目的を 

達成できるようにする。 

 

⑤ 事業計画策定支援 
    【支援対象】・ＤＸ推進セミナー、事業計画策定個別相談会、創業セミナー及び

事業承継セミナーを受講した小規模事業者のうち、取り組み意欲

の高い小規模事業者 
・経営分析を行った小規模事業者、経営力向上等に取り組む小規模

事業者、各種補助金等の申請に取り組む小規模事業者及び事業承

継に取り組む小規模事業者のうち、取り組み意欲の高い小規模事

業者 
・創業予定者 

【策定方法】・商売繁盛相談窓口事業の活用による事業計画策定支援 
千葉県商工会連合会から商工会へ月１回派遣される専門家（中小

企業診断士等）の相談窓口に経営指導員が同席し、専門家（中小

企業診断士等）と経営指導員が連携して専門的で高度な事業計画

策定（ものづくり補助金や経営力向上計画等を活用）を支援する。 
 

               ・小規模事業者持続化補助金申請の活用による事業計画策定支援 
           小規模事業者持続化補助金の申請を活用し、経営指導員が販路

開拓に向けての事業計画策定を支援する。 
 
               ・事業承継支援の活用による事業計画策定支援 
              千葉県事業引継ぎ支援センター等と連携して個別相談会を開催

し、経営指導員が事業承継計画策定を支援する。 
 

・金融斡旋の活用による事業計画策定支援 
小規模事業者経営改善資金（マル経資金）等を活用し、経営指導

員が円滑な資金繰り等に向けての事業計画策定を支援する。 

 
・創業セミナーの活用による事業計画策定支援 

                創業予定者に対して創業セミナーを開催し、経営指導員が開業

に向けての事業計画策定を支援する。 
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７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 

   これまでは、小規模事業者持続化補助金で採択された小規模事業者に対してのみ、

実績関係書類の提出に関するフォローアップを実施していただけであり、フォロー

アップが不十分であった。 

   [課題] 

   定期的な巡回訪問による事業計画の見直しなど、策定した事業計画が着実に実行

されるようなフォローアップが課題となっている。 
 

（２）支援に対する考え方 

   事業計画を策定した全ての事業所を対象とするが、事業計画の進捗状況等により、

訪問回数を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数

を減らしても支障ない事業者を見極めた上で、フォローアップ頻度を設定する。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

フォローアップ 

対象事業者数 
１２社 ２４社 ２４社 ２４社 ２４社 ２４社 

頻度（延回数） ２４回 １０４回 １０４回 １０４回 １０４回 １０４回 

売上増加 

事業者数 
― ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 

 

（４）事業内容 

   事業計画策定事業者を対象に、経営指導員による定期的・計画的な巡回訪問等に

よりフォローアップを実施する。 

   事業計画策定の２４社のうち、４社は毎月１回、８社は四半期に一度、他の１２

社については年２回とする。ただし、事業者からの申出等により、臨機応変に対応

する。なお、進捗状況が思わしくなく、事業計画との間にズレが生じていると判断

する場合には、担当ではない他の経営指導員等や外部専門家などの第三者の視点を

必ず投入し、当該ズレの発生要因及び今後の対応方針を検討の上、フォローアップ

の頻度を上げて集中的に支援する。 

 

 

 

８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 

（１）現状と課題 
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［現状］ 

   消費者への新たな需要の開拓支援として、企業対消費者取引のため、市内の「港

の朝市」等のイベントへの出展支援は行っていたが、企業間取引のための展示会や

商談会への出展に関しては、情報提供を中心とした支援にとどまっており、支援内

容が十分とは言えない状況となっている。 

[課題] 

   小規模事業者の多くが、人口減少や圏外への顧客流出による需要の減退に直面し

ているが、今後の販路開拓はＤＸ推進に向けた取り組みが有効で重要となっている

ことから、ＳＮＳやネットショップ開設等への取り組みが課題となっている。 
 

（２）支援に対する考え方 

地域内での新たな需要の開拓は人口減少等による市場の縮小から厳しい状況とな

っており限界があるため、新たな需要の開拓は地域外に向けての支援を中心とする。 

具体的には、ＳＮＳの活用による情報発信やネットショップの開設、プレスリリ

ースへの取り組みなど、ＤＸ推進に繋がるような取り組みを着実に実行できるよう

支援する。 

 

（３）目標 

 現行 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

①ＳＮＳ活用 

相談会開催回数 
― 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

相談会参加者数 ― ３人 ３人 ３人 ３人 ３人 

②ネットショップ 

開設者数 
― ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

売上増加率／者 ― １０％ １０％ １０％ １０％ １０％ 

③プレスリリース 

セミナーの開催回数 
― １回 １回 １回 １回 １回 

セミナー参加者数 ― １０人 １０人 １０人 １０人 １０人 

④プレスリリース 

発信件数 
― １２件 １２件 １２件 １２件 １２件 

採用件数 ― ４件 ４件 ４件 ４件 ４件 

 

（４）事業内容 

  ① ＳＮＳ活用相談会の開催による販路開拓支援 

【支援対象】ＳＮＳを活用して販路開拓に取組もうとしている小規模事業者  

    【支援内容】専門家を招へいしてのＳＮＳ活用相談会の開催によって小規模事

業者の販路開拓を支援する。 

    【効  果】ＳＮＳの活用により新たな顧客の獲得や既存顧客の囲い込みが期

待できる。 



19 

 

  ② 自社ＨＰによるネットショップ開設（ＢtoＣ） 

自社ＨＰによるネットショップ開設（ＢtoＣ） ネットショップの立ち上げから、

商品構成、ページ構成、ＰＲ方法等ＷＥＢ専門会社やＩＴベンダーの専門家等と

連携し、セミナー開催や立ち上げ後の専門家派遣を行い継続した支援を行う。 

 

  ③ プレスリリースに関するセミナーの開催 

    【支援対象】プレスリリースを活用して販路開拓に取組もうとしている小規模

事業者  

    【支援内容】専門家を招へいしてのプレスリリースセミナーの開催によって小

規模事業者の販路開拓を支援する。 

    【効  果】学んだ広告手法を活用し新たな顧客の獲得や既存顧客の囲い込み

が期待できる。 

 

  ④ プレスリリース発信支援（ＢtoＢ） 

    【支援対象】プレスリリースを活用して販路開拓に取り組もうとしている小規

模事業者 

    【支援内容】経営指導員等がプレスリリース資料作成方法・配信方法・配信先

の教授を行う。自社にて作成・配信が困難な事業者については、

経営指導員が事業者とともにプレスリリース資料作成を行い、報

道機関に情報提供を行う。資料作成方法等の教授又は資料作成・

配信にあたっては、必要に応じて広報・広告等の専門家の指導を

活用することで、プレスリリース資料及びリリース方法をより効

果的なものとする。また、経営指導員が報道機関にしっかりと働

きかけを行うことで、採用率向上を図る。 

発信したプレスリリースはマスメディアの掲載の有無にかかわら

ず、当商工会ホームページに一定期間掲載する。 

    【効  果】優れた商品やサービスを開発したにもかかわらず、メディアへの

情報発信が不慣れであったり、広報費が負担となっていたり、思

うように自社商品等の周知ができていない小規模事業者の販路開

拓を図る。 
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Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

９ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 

（１）現状と課題 

   [現状] 

   中小企業診断士などの有識者、千葉県商工会連合会の専門経営指導員及び経営指

導員による検討を不定期で開催していたが、事業の評価や見直しまでには至らなか

った。 

[課題] 

   今までは事業の報告で終わってしまっていたので、事業の評価・見直しによるＰ

ＤＣＡサイクルを適切に回す仕組みや効果的に公表を行うための仕組みを構築する

ことが課題となっている。 
 

（２）事業内容 

① 経営発達支援計画の実施にあたっては、いすみ市商工会法定経営指導員が経営

発達支援計画の実施に向けた支援・指導を行うとともに、経営発達支援計画の実

施状況を定量的に把握・管理する。 
 

② 外部有識者（中小企業診断士）、いすみ市担当課職員、いすみ市商工会正副会長、

いすみ市商工会事務局長、いすみ市商工会法定経営指導員及びいすみ市商工会経

営指導員で構成する経営発達支援計画事業評価委員会を設置し、事業年度終了後

に年１回（６月頃）開催し、経営発達支援計画の実施状況や評価・見直しをする。 
     
  ③ 経営発達支援計画事業評価委員会での評価・検証結果は、理事会にフィードバ

ックした上で、事業実施方針等に反映させるとともに、ホームページや商工会報

へ掲載（年１回）することで、地域の小規模事業者等が常時閲覧できる状態とす

る。 
 

④ ＰＤＣＡサイクルの具体的な仕組み 

    事業担当者が事業実施 

       ↓ 

    事務局長と法定経営指導員を中心とした事務局による検討会を開催して実績値

の内部評価と事業内容や目標値等の改善を検討 

       ↓ 

    事務局による内部評価と改善案を経営発達支援事業評価委員会へ提出 

       ↓ 

    経営発達支援事業評価委員会で事務局による内部評価と改善案を検討 

       ↓ 

    経営発達支援事業評価委員会の評価と改善を踏まえて事業を実施 

 



21 

 

１０ 経営指導員等の資質向上等に関すること 

 
（１）現状と課題 

① 現状 
    千葉県商工会連合会の職員研修会や中小企業大学校東京校の研修会等の机上研

修会への派遣を中心に職員の資質の向上等を図っている。特に、経営指導員につ

いては机上研修への派遣だけではなく、千葉県商工会連合会から商売繁盛相談窓

口事業により月１回派遣される専門家（中小企業診断士等）によるＯＪＴによっ

て支援ノウハウや知識の向上を図っている。 
 

② 課題 
    職員個々による知識や情報、支援ノウハウの習得に留まっており、習得した知

識等を職員間で共有する体制の構築が課題となっている。また、職員個々の経験

年数や習熟度によって知識や情報、支援ノウハウに差があり、職員によっては支

援内容が十分ではない場合もあるため、支援能力の標準化に向けて経験年数や習

熟度の浅い職員の支援能力の更なる向上も課題となっている。 
 
（２）事業内容 
  ① 研修会への派遣による資質の向上 
  （ア）小規模事業者の経営改善や課題解決に向けて基礎的な知識の習得による支援

能力の向上と組織全体としての支援能力の向上を図るため、経営指導員及び補

助員等の常勤職員を千葉県商工会連合会が開催する基本能力研修会や業務分担

別研修会、専門スタッフ研修会等に派遣する。 
 
  （イ）事業計画策定支援や販路開拓支援等の経営発達支援事業の実施に伴い必要と

なる専門的な知識の習得と実践的な支援ノウハウの習得による支援能力の更な

る向上に向けて経営指導員に不足している能力を特定し、それを補うために経

営指導員を中小企業大学校東京校が開催する課題別・専門研修に定期的に派遣

する。 
 
  （ウ）【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導

員及び一般職員のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能

にするため、下記のようなＤＸ推進取組に係る相談・指導能力の向上のための

セミナーについても積極的に参加する。 
特に、千葉県産業振興センター等が開催するＤＸ推進関連のセミナーへ経営

指導員や補助員を計画的・定期的に派遣する。 
＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組＞ 
・事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 
ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等の

ＩＴツール、テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ

対策等 
・事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 
ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・
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運用、オンライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシ

ステム等 
・その他取組 
オンライン経営指導の方法等 

 
  ② ＯＪＴによる資質の向上 
  （ア）経験豊富で業務に詳しい経営指導員や補助員等の窓口相談や巡回相談に経験

年数の浅い職員が同席・同行し、ＯＪＴによって実務的なスキルを習得するこ

とにより組織全体としての支援能力の向上を図る。 
  
  （イ）千葉県商工会連合会の商売繁盛相談窓口事業により月１回派遣される専門家

（中小企業診断士等）の窓口相談や巡回相談に経営指導員が同席・同行し、専

門家（中小企業診断士等）から経営課題の解決等に向けた高度な支援ノウハウ

を習得することにより支援能力の向上を図る。 
 
  ③ 職員間の定期ミーティングの開催 
    経営指導員研修会等へ出席した経営指導員が順番で講師を務め、ＩＴ等の活用

方法や具体的なツール等についての紹介、経営支援の基礎から話の引出し術に至

るまで、定期的なミー ティング（月１回／月初）を開催し意見交換等を行うこと

で、職員の支援能力の向上を図る。 
 
  ④ データベース化 
    担当経営指導員等が基幹システム上のデータ入力を適時・適切に行い、支援中

の小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外

の職員でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを

蓄積し組織内で共有することで支援能力の向上を図る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年４月１日現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経

営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営

指導員の関与体制等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する

経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

 氏 名  小川 良樹 

 連絡先  いすみ市商工会 電話 ０４７０－６２－１１９１ 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

  経営発達支援事業の実施、実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の

評価、見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会 

  〒２９８－０００４ 

  千葉県いすみ市大原７４００番地８ 

  いすみ市商工会 

  電 話 ０４７０－６２－１１９１  ＦＡＸ ０４７０－６３－９８１８ 

  メール info@isuminavi.jp 

 

②関係市町村 

 〒２９８－０００４ 

千葉県いすみ市大原７４００番地１ 

いすみ市役所 水産商工観光課 

電 話 ０４７０－６２－１１１９  ＦＡＸ ０４７０－６３－１２５２ 

メール suisan@city.isumi.lg.jp  

 

法定経営指導員 １名

いすみ市
水産商工観光課

連携
連絡調整

いすみ市商工会

事務局長

経営指導員 ３名
補助員 ２名
記帳指導職員 ２名
記帳指導員 ３名



24 

 

（別表３） 

経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                 （単位 千円） 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要な資金の額 ３，２３０ ２，９３０ ２，９３０ ２，９３０ ３，２３０ 

 

専門家派遣費用 

 

経済動向調査 

 

需要動向調査 

  アンケート 

資料購入費 
 

事業計画策定支援 

 ＤＸセミナー 

 個別相談会 

創業セミナー 

  事業承継 

セミナー 

 

新たな需要の開拓 

 プレスリリース 

セミナー 

 ＳＮＳ相談会 

 

事業評価委員会 

 

資質向上 

 ＤＸセミナー受講 

 

５００ 

 

２０ 

 

 

２０ 

３３０ 

 

 

２００ 

５００ 

１，０００ 

 

２００ 

 

 

 

２００ 

２００ 

 

３０ 

 

 

３０ 

５００ 

 

２０ 

 

 

２０ 

３０ 

 

 

２００ 

５００ 

１，０００ 

 

２００ 

 

 

 

２００ 

２００ 

 

３０ 

 

 

３０ 

５００ 

 

２０ 

 

 

２０ 

３０ 

 

 

２００ 

５００ 

１，０００ 

 

２００ 

 

 

 

２００ 

２００ 

 

３０ 

 

 

３０ 

５００ 

 

２０ 

 

 

２０ 

３０ 

 

 

２００ 

５００ 

１，０００ 

 

２００ 

 

 

 

２００ 

２００ 

 

３０ 

 

 

３０ 

５００ 

 

２０ 

 

 

２０ 

３３０ 

 

 

２００ 

５００ 

１，０００ 

 

２００ 

 

 

 

２００ 

２００ 

 

３０ 

 

 

３０ 

 

 

調達方法 

 

国補助金、県補助金、市補助金、会費収入、手数料収入、受託料収入等 
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（別表４） 
 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を

連携して経営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 
 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 
並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 


